
２０１７

　

年度

地球温暖化対策計画書
１

　

指定地球温暖化対策事業者の概要

｛１）

　

指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

氏名 （法人にあっては名称）

指定地球温暖化対策事業者 鹿島建設株式会社

指定地球温暖化対策事業者 鹿島東京開発株式会社

特定テナント等事業者 ＩＨＩ運搬機械株式会社

特定テナント等事業者 株式会社日立ドキュメントソリューションズ

（２）

　

指定地球温暖化対策事業所の概要

事

　

業

　

所

　

の

　

名

　

称 東京イースト２１

事

　

業

　

所

　

の

　

所

　

在

　

地 東京都江東区東陽六丁目３番２号

業
種
等

素業種
分 類 番 号 Ｄ０６

　

１

　　　

Ｄ一
建設業

　　　

１

　　　

総合工事業

産業分類名 総合工事業

事業所
の種類

主たる用途 事務所
建

　　

物

　　

の

　　

延

　　

べ

　　

面

　　

積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

　　　　

事

　　　　

務

　　　　

所

　　　　

情

　　

報

　　

通

　　

信

　　　　

放

　　　　

送

　　　　

局

　　　　

商

　　　　　　　　　

業

　

用

　　　

宿

　　　　　　　　　

泊

　　

途

　

鴇

　

教

　　　

育

　

訳

　　　

医

　　　　　　　　　

療

　　　　

文

　　　　　　　　　

化

　　　　

物

　　　　　　　　　

流

　　　　

駐

　　　　

車

　　　　

場

　　　　　　　

工場その他上記以外

前年 度末

　

１４２，１８３．０ｏ

　

ｍ 基準年度

　

１４２，１８４．０ｏ

　

ｍ

用
途
別
内
訳

事

　　　　

務

　　　　

所 前年 度 末

　

６２，３７２．０ｏ

　

ｍ 基準年度

　

４３，８２７．０ｏ

　

ｍ

情

　　

報

　　

通

　　

信 前年度未

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ
２

放

　　　　

送

　　　　

局 前年度末

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ
２

商

　　　　　　　　　

業 前年 度 末

　

ー５，３５３．ｏｏ

　

ｍ
２ 基準年度

　

３３，９２７．０ｏ

　

ｍ

宿

　　　　　　　　　

泊 前年 度末

　

３５，２９０‐０ｏ

　

ｍ 基準年度

　

３５，２６２ｍ

　

ｍ

教

　　　　　　　　　

育 前年度末

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ２

医

　　　　　　　　　

療 前年度末

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ
２

文

　　　　　　　　　

化 前年度末

　　　　　　

ｍ２ 基準年度

　　　　　　

ｍ
２

物

　　　　　　　　　

流 前年度末

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ
２

駐

　　　　

車

　　　　

場 前年 度 末

　

２９．１６８．０ｏ

　

ｍ 基準年度

　

２９，１６８．０ｏ

　

ｍ

工場その他上記以外 前年度末

　　　　　　

ｍ
２ 基準年度

　　　　　　

ｍ

事

　　

業

　　

の

　　

概

　　

要

偶合用建策ヒルー事務跡、 間栗、 不ブル、 駐車場ｉでめる東方、イ ー人 ト為は、Ｅ野村省での
る鹿島建設㈱より鹿島東京開発㈱が一括賃借し、 不動産の賃借及び運営管理を行って
いる。
・平成４年７月竣工
・タワー棟

　

地上２１階、 地下２階（１，２階は商業店舗区画）・ホテル棟 地上２０階、 地下
３階

　

・ビジネスセンター棟

　

地上部皆、 地下２階（１階は商業店舗区画） 駐車場棟

　

地
上６階

　

地下２階（地下２階は全棟で駐車場） ホテル棟地下３階に全棟用熱源機器（機械
案）矛設置樹１１，下郷皆南精は各用徐面精で椿令し了おります）

敷

　　　

地

　　　

面

　　　

積 ３３，３８７．４４

　

１

　

ｄ

版



（３）

　

担当部署

計 画

　

の
担当部署

名

　　　　　　　　　

称 鹿島東京開発株式会社

　

施設管理部

電

　

話

　

番

　

号

　

等 ０３‐５６３２‐９１００

公 表 の
担当部署

名

　　　　　　　　　

称 鹿島束京開発株式会社

　

施設管理部

電

　

話

　

番

　

号

　

等 ０３‐５６３２－９１００

（４） 地球温暖化対策計画書の公表方法

公表方法

ホームページで公表 アドレス：

窓

　

口

　

で

　

閲

　

覧

閲覧場所：

　

鹿島東京開発株式会社

所在地：

　　　

東京都江東区東陽六丁目３番２号

閲覧可能時間９：３０～１７：３０（土日祝、 年末年始等は除く）

冊

　　　　　　　　

子
冊子名：

入手方法：

そ

　　　

の

　　　

他 アドレス：

　

｛５）

　

指定年度等

ー指定地球温暖化対策事業所－

　

２００９

　　

年度 １

　

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日

　　

１９９２

　

年

　

８

　

月

　

１

　

日

特定地球温暖化対策事業所

　　

２００９

　　

年度

２

　

地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

・設備機器の計画的な更新計画のもと、 省エネ機器導入等を実施する。
・社員、 入居事業者に対し適宜会議等を通じ環境意識向上のための啓発活動を実施する。

３

　

地圭・温暖

　

ヒの 寸

　

の

担当者

　　　

鹿島東京開発㈱｛共同義務者）

入居事業所ｉ４（推進員）進責任者
鹿島東京開発㈱

施設管理部

　

施設部職員（技術監理者）
ＳＣビル事業部

　

施設ゲルブ職員

設備管理会社

　　　　　　　　　　　　　　　

鹿島東京開発㈱ テナン ト会議
東京イースト２１ 管理事務所

　　　　　　　　　

ＳＣビル事業部

　　　　　　　　　　　　　　

モールテナ ン



４

　

温室効果ガス排出量の削減目標 （自動車に係るものを除く。）

　

１

　　　

土の削 減き 画

　

掬の、′１減 目 示
計

　

画
期

　

間

削

　

減
目

　

標

特

　

定

　

温

　

室
効

　

果

　

ガ

　

ス
大型設備機器の最適な運用管理の実施及び見直し等を行うことによりエネル
ギー使用の最適化・効率化を行い削減義務率以上の削減を目指す

特定温室効果
ガ

　

ス

　

以

　

外

　

の
温室効果ガス

その他ガスは、 水道及び下水道の使用に伴うものであり、 入居事業者従業員
数により左右される。 入居事業者への節水を呼びかけ削減できるよう協力を
依頼する。

削

　

減
義 務
の

概 要

基

　

準

　

排

　

出

　

量 ２０，００１

　　

畠斎莞讐炭素 削減義務
率の区分

１－１

排

　

出

　

上

　

限

　

量
（削減義務期間合計〉

８３，００５

　　　　　

ｔ （二酸化炭素

　　　　　　　

換算）
平均削減
義

　

務

　

率 １７．００％

計

　

画
期

　

間

削

　

減
目

　

標

特

　

定

　

温

　

室
効

　

果

　

ガ

　

ス
最適な運用管理の実施、 見直し及び大型機器の更新により削減義務以上の削
減を目指す。

特定温室効果
ガ

　

ス

　

以

　

外

　

の
温室効果ガス

節水により削減を目指す

の、′－；。き 両

　

日Ｅ

　　

の削海 目標

５

　

温室効果ガス排出量 （自動車に係るものを除く。）

｛１） 温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ （二酸化炭素換算）

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

特定温室効果ガス
（エネルギー起源Ｃ０２）

１２，４９６ １２，９０２

そ
の
他
ガ
ス

非エネルキー起源
二酸化炭素 （Ｃ０２）
メ

　　　　

タ

　　　　

ン
（

　　　

ＣＨ４

　　　

）

一

　

酸

　

化

　

二

　

窒

　

素
（

　　　

Ｎ２０

　　　

）

ハイドロフルオロカーボン
（

　　　

ＨＦＣ

　　　

）

′、ｏ－フルオロカーボ ン
（

　　　

ＰＦＣ

　　　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

六 ふ っ 化 い お う
（

　　　

ＳＦ６

　　　

）
ご

　

ふ

　

つ

　

化

　

窒

　

素
（

　　　

ＮＦ３

　　　

）

上

　

水

　

・

　

下

　

水 １５８ １４７

合

　　　　　　　　

計 １２，６５４ １３，０４９

　　　　　　　　　　　　　　

・

（２） 建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況

　　　　　

単位：ｋｇ（二酸化炭素換算）／１ｄ．

２０１５

　

年度 ２０１６ 年度 ２０１７年度 ２０１８ 年度 ２０１９ 年度

延

　

べ

　

面

　

積

　

当

　

た

　

り
特 定 温 室 効 果 ガス
年

　　

度

　　

排

　　

出

　　

量
８７．９ ９０．７



６

　

総量削減義務に係る状況 （特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

（１） 基準排出量の算定方法

◎準去の珊排出量濯 基準年度： （２００２年度、２００３年度、２００４年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

０雷出厚準
る
原単勢位裏

０そ

　　　　

の

　　　　

他 算 定方 法： （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

（２） 基準排出量の変更
前削減計画期間 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

変

　　

更

　　

年

　　

度

　

｛３） 削減義務率の区分

１

　

削減義務率の区分

　

１

　

１一１

　

１

　

（４） 削減義務期間

ｌ

　

ｍ５

　

年度から

　

ｍ９

　

年度まで」

（５）

　

優良特定地球温暖化対策事業所の認定
２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

特

　

に

　

優

　

れ

　

た
事業所への認定
極

　

め

　

て

　

優

　

れ

　

た
事業所への認定

（６）

　

年度ごとの状況 単位：ｔ （二酸化炭素換算）

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 削 減 義 務
期 間 合 計

決
定
及
び
予
定
の
量

基準排出量

　　

（Ａ） ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ １００，００５

削減義務率

　　

（Ｂ） １７．００％ １７．００％ １７．００％ １７．００％ １７．００％

排出上限量
（Ｃ＝×Ａ－Ｄ） ８３，００５

削減義務量
①；ヱ（ＡＸＢ）｝ １７，０００

実
績

特定温室効果
ガス排出量（Ｅ） １２，４９６ １２，９０２ ２５，３９８

排出削減量
（Ｆ＝Ａ － Ｅ） ７，５０５ ７，０９９ １４，６０４

（７）

　

前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

増

　　

減

　　

要

　　

因
□削

　　

減

　　

対

　　

策 口床

　

面

　

積

　

の

　

増

　

減 口用

　　

途

　　

変

　　

更

□設

　

備

　

の

　

増

　

減 図 そ

　　　　

の

　　　

他

具体的な増減要因 入居テナントが増加（使用床面積の増加）に伴い排出量が増加した。



対策
Ｎ ｏ

対策の区分
対 策

　

の 名 称 実 施 時 期 備 考裏書 区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

１２０７００１２一蒸気の漏えい及び保温
の管理

蒸気ヘッダー、 蒸気弁、 フランジ部の保温断
熱 ２０１０年度 蒸気弁、 フランジ部の断熱

リ^ナム １３０１００１３一空気調和の管理 高効率空調機への更新 ２０１０年度 ホテル棟空調機の高効率空調機への更新

＾
Ｕ １７０１００１７負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 ２０１１年度 需給契約形態に適合した運転時間スケジュール化

４１５０２００１５一照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 ２０１２年度 モール一部照明器具ＬＥＤ化

「ｈｄＶ
１５０２００１５照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 ２０１０年度 ＬＥＤ誘導灯への更新

に^
Ｕ １３０２００１３一空気調和設備の効率管

理 熱源機器、 空調用ポンプの効率管理 ２０１２年度 空調利用状況に合わせた、 空調用ポンプの起動、 停止の適正管理

７
ｉ １３０３００１３換気設備の運転管理 電気室、 機械室の換気設備の停止運用 ２０１１年度 外気温度の高い夏季期間中に給排気ファンを停止する

０
Ｕ^ １４０１００１４給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 ２０１１年度 夏季｛７月～９月）給湯系統の停止（蒸気弁閉止、 循環ポンプ停止）

０
ゾ １５０２００１５ 照明設備の運用管理 ＬＥＤ照明の導入 ２０１２年度 タワー棟３‐２印皆照明ＬＥＤ化

１０１７０２００１７

　

コージェネレーション 新規ＣＧＳ（７００ＫＷ）導入 ２０１２年度 新規ＣＧＳ設備｛７００ＫＷ）導入（２０１３年度運用開始）

１１１７０３００１７一新エネルギー 太陽光パネルを設置 ２０１２年度 太陽光パネル（出力１ＯＫＷ）を新設（２０１３年度運用開始）

１２

１３

１４

１５



８

　

事 した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価 （自動車に係るものを除く。）
’

　　　　

－唆

　　　　　

－ヌ

　　　

ー １１ブ

　　

／

　　

《

　　　　　　　　

・Ｔ ‐ブ

　　

ノ

　　　　　

－

　

′宛

　　

、 “コ

　

裏

　

…

　

‐

　

ぬく…

　　

よつ

が基準排出量以下の結果となった。

・７００１～ｗコージェネレーションシステム
２０１３年４月から運用を開始した７００ｋｗコージェネレーションシステムの排温水利用（タワー棟ＦＣＵ温水熱交、 ホテル給
湯熱交、 ジエネリンク式吸収式冷凍機）については、 負荷状況を監視、 確認しながら効率的な排熱利用を目指し
た。

・機械室排気ファン
２０１１年度より実施している機械室給排気ファンの運転時間短縮を継続。

・設備管理会社である鹿島建物総合管理㈱東京イースト２１管理事務所担当者及び鹿島東京開発との週１度の節電会
議にて上記記載事項の他、 設備機器の運用確認、 節電関連追加対策の実施、 検討、 省エネ運転の模索、 効果確認を
実施、 継続している。



９

　

総量削減義務の履行状況 （特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

（１） 削減義務率の区分

削減義務率の区分

　　

１

　　

１－１

　

（２）

　

削減義務期間

ｌ

　

ｍ５ 年度から

　

ｍ９

　

年度まで １

（３）

　

優良特定地球温暖化対策事業所の認定
２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

（４）

　

各年度の削減義務履行状況

義務開始
の前年度

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 削減義務
期間合計

決
定
及
び
予
定
の
量

基準排出量

　　

｛Ａ） ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ ２０，００１ １００，００５

削減義務率

　　

｛Ｂ） １７．００％ １７．００％ １７．００％ １７．００％ １７．００％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

排出上限量
（Ｃ；！Ａ－Ｄ） ８３，００５

削減義務量
の＝１（ＡＸＢ）） １７，０００

実
績

特定温室効果
ガス排出量（Ｅ） １２，４９６ １２，９０２ ２５，３９８

排出削減量
（Ｆ＝

　

Ａ‐ －

　

Ｅ）
７，５０５ ７，０９９ １４，６０４

その他ガス削減量
の義務充当量｛Ｇ）

振替可能削減量の
義 務 充 当 量

　

側

超 過 削 減

　

量 の
発

　

行

　

軍

　　

の

取 引 を 加 味 し た
排

　

出

　

削

　

減

　

量
（ＦＦ十Ｇ十日－１）

７，５０５ ７，０９９ １４，６０４

超

　

過

　

削

　

減

　

量
発

　

行

　

可

　

能

　

量 ４，１０５ ７，８０４

単位：ｔ （ニ酸化炭素換算）

　

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お

　

け る 排 出 上 限 量

　　　　

５７，６０７

　

ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量 ３８，７０６

　

ｔ（ニ酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量 ｔ （二酸化炭素換算）

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当 （バンキング） が可能な削減量 １８，９０ｌ

　

ｔ（二酸化炭素換算）

こ

　　　

１、ｐ 一÷

　　　　

、

　　　

の ５
に規定する算定排出削減量をいう。



対策
Ｎｏ

対 策 の

　

区 分
対 策 の 名 称

削減効果の推計
（一年度当たり） 実 施

時 期

削

　

減

　

効

　

果

　

の

　

推

　

計

　

（

　　

ｔ

　

）

屋号ｉ

　　

区分名称 削減量
（ｔ）

削減率
（％） ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

１２０７００ １２蒸気の漏えい及び保温の管理 蒸気ヘッダー、蒸気弁、フランジ部の保温
断熱 １２ ０．Ｉ ２０１０年度 １２ １２ １２ １２ １２ １２

リ
ム １３０１００ １３

　

空気調和の管理 高効率空調機への更新 ４６ ０．２ ２０１０年度 ４６ ４６ ４６ ４６ ４６ ４６

（２“）
１７０１００ １７負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 ２４２ １．２ ２０１１年度 ２４２ ２４２ ２４２ ２４２ ２４２ ２４２

４ １５０２００ １５照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 Ｏ
Ｊ ０．０ ２０１２年度 Ｏ

Ｊ
０
リ

ｎ^コＹ
０
ゾ

Ｏ
Ｊ

Ｏ
Ｊ

ｒｈ“Ｖ
１５０２００ １５一照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 １２７ ０．６ ２０１０年度 １２７ １２７ １２７ １２７ １２７ １２７

に^
Ｕ １３０２００ １３－空気調和設備の効率管理 熱源機器、空調用ポンプの効率管理 ３５ ０．２ ２０１２年度 ３５ ３５ ３５ ３５ ３５ ３５

ワ
十 １３０３００ １３一換気設備の運転管理 電気室、機械室の換気設備の停止運用 １１７ ０．６ ２０１１年度 １１７ １１７ １１７ １１７ １１７ １１７

０
０ １４０１００ １４ー給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 ０ ０．０ ２０１１年度 ０ ０ ０ ０ ０ ハＶ

Ｏ
Ｊ

１５０２００ １５一照明設備の運用管理 ＬＥＤ照明の導入 １３９ ０．７ ２０１２年度 １３９ １３９ 、１３９ １３９ １３９ １３９

１０ １７０２００ １７

　

コージェネレーション 新規ＣＧＳ（７００ＫＷ）導入 ４７ ０．２ ２０１２年度 ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７

１１ １７０３００ １７一新エネルギー 太陽光パネルを設置 ｋ^
Ｕ ０．０ ２０１２年度 ６ ６ ６ ６ ６ ６

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

　　　　　　　　　　　　　　　

▼

２０

２１

２２

２３



に規定する算定排出削減量をいう。

対策
Ｎｏ

対 策

　

の

　

区 分
対 策 の 名 称

削減効果の推計
（一年度当たり） 実 施

時 期

削

　

減

　

効

　

果

　

の

　

推

　

計

　

（

　

ｔ

　

）

星善１

　　

区分名称 削減量
（ｔ）

削減率
（％） ２０１４

　

１

　

２０１５

　　

－ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

５１

５２

５３

【排出量取引の計画及び実施の状況】

６１

６２

６３

　　　　　　　　　　　　

．

特 定

　

温

　

室

　

効

　

果

　

ガ

　

ス

　

排

　

出

　

量

　

の 削

　

減 効

　

果

　

の

　

推

　

計

　

の

　

合

　

計 ７８０ ／ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０

そ

　

の

　

他

　

ガ

　

ス

　

排

　

出

　

量

　

の 削

　

減

　

効

　

果

　

の

　

推

　

計

　

の

　

合

　

計／／／／排

　　

出

　　

量

　

取

　　

引 に

　　

よ

　　

る

　　

取

　　

得

　　

量

　　

の

　　

合

　　

計／／／削 減 効 果 の 推 計 及 び 排 出 量 取 引 に

　

よ

　

る

　

取 得 量 の 合 計／／／ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０ ７８０

対

　

策

　

以

　

外

　

の

　

要

　

因

　

に

　

よ

　

る

　

排

　

出

　

量

　

の

　

減

　

少

　

量

　

の

　

推

　

計

　

（

　

基

　

準

　

排

　

出

　

量

　

比

　

）／取

　　　

引

　　　

を

　　　

加

　　　

味

　　　

し

　　　

た

　　

・ 排

　　　

出 削

　　　

減

　　　

量／ ７，５０５ ７，０９７ ７８０ ７８０ ７８０



１１

　

統括管理者及び技術管理者の氏名等
（１）

　

統括管理者

氏

　　　　　　　　　　　　

名 大山

　

知二

会

　　　　　

社

　　　　　

名 鹿島東京開発株式会社

　

取締役

　

施設部長

所

　　　　　

属

　　　　　

名 ０３‐５６３２‐９１００

連
絡
先

電

　

話

　

番

　

号 ０３‐５６３２‐９１０１

電子メールアドレス Ｏｈｙａｍａ＠ｔｏ１くｙｏ－ｅａｓｔ２ＬＣＯ．ｊｐ

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号 １１０３００４

　　　　　　

１ 受

　

講

　

日 １

　　　　

２０１１年６月１５日

（２）

　

技術管理者

氏

　　　　　　　　　　　　

名 吉仲

　

樹

会

　　　　　

社

　　　　　

名 鹿島東京開発株式会社

所

　　　　　

属

　　　　　

名 ＳＣヒル事業部 施設グループ

　

兼

　

施設管理部

連
絡
先

電

　

話

　

番

　

号 ０３‐５６３２‐９１００

電子メールアドレス ｙｏＳｈｉｎａ１くａ＠ｔｏｌくｙｏ ａｓｔ２１．Ｃｏ．ｊｐ

資

　

格

　

要

　

件

　

の

　

名

　

称 一級建築施工管理技士 取得年月日 ２０００年１月２０日

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号 １０１４０５２ 受

　

講

　

日 ２０１０年１１月１７日

（技術管理者を都の登録事業者へ外部委託した場合のみ、 次の欄にも記入すること。）

都 登

　

録

　

番

　

号 １

　　　　　　　

畔更纂日戸

１２

　

添付する書類

２０１６年度特定温室効果ガス排出量算定報告書 △芳－甥紙 （

　　

１

　　

） のとおり

２０１６年度その他ガス排出量算定報告書 △昇Ｊ斉紙 （

　　

２

　　

） のとおり

点検表 △“甥紙 （

　　

３

　　

） のとおり

検証結果報告書を含む検証書類一式 △昇ｊ紙 （

　　

４

　　

） のとおり

事業所境界の図示 △昇甥紙 （

　

５．６

　

） のとお・り

事業所区域及び燃料等使用量監視点の図示 △“紙（７．８．９．１０） のとおり

備考

　

△印の欄には、 計画書に添付する各別紙に一連番号を付けた上、 該当する別紙の番号を記入すること。



年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

平成29年4月版

50,839.66

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 4,907.58 ㎡

㎡

50,839.66

45,405.66

526.42

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

不動産賃貸業・管理業

赤坂Ｋタワー

東京都港区元赤坂１丁目2番7号

K_不動産業_物品賃貸業 不動産賃貸業・管理業K69

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

526.42 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

鹿島建設株式会社

前年度末

アンダーソン・毛利・友常法律事務所

㎡

基準年度

45,405.66

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

主要用途：事務所、共同住宅、店舗、駐車場、駐輪場
規模・階数：地上30階／地下3階／塔屋2階
構造：RC造+S造
竣工：2012年1月

5,121.21

基準年度

前年度末 4,907.58

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2017

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求
しつつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。地球温暖化対策
の推進にあたっては、入居テナントや来訪者の快適性を維持しつつ、各種設備を合理的に運用することで省エネ
ルギーの実現を図る。
① 省エネルギーに繋がる各種設備機器の合理的運用
② 地球温暖化対策の計画策定と実施
③ 入居テナントと協同した省エネルギー活動の実施

公表方法

計 画 の
担当部署

鹿島建物総合管理株式会社　首都圏中央支社

03-6804-2874

公 表 の
担当部署

名 称

アドレス：

名 称 赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

03-6434-0022電 話 番 号 等

東京都港区元赤坂1-2-7

9:00～17：00閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

特定地球温暖化対策事業所 年度

入手方法：

アドレス：

2014

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2012 1 31

電 話 番 号 等

ホームページで公表

閲覧場所：

2016

推進責任者（設備管理者）
防災センター（所長）

テナント温暖化対策推進協議会
テナントと温暖化対策推進の協議を行う

推進責任者（テナント管理者）
マネジメントオフィス

エネルギー管理員
防災センター

テナントA 推進員（特定テナント）

※対策推進を統括する責任者

※エネルギー消費設備の維持・改善等の管理・提言を行う

鹿島 開発事業本部
統括管理者
統括管理者

鹿島 開発事業本部（部長）

※各テナントの協力を
取りまとめる責任者

テナントB 推進員

テナントC 推進員

テナントD 推進員

技術管理者
鹿島建物総合管理
首都圏中央支社

※温暖化対策取り纏め責任者

※テナント内の取組を推進する

地球温暖化対策推進委員会

目標管理と計画作成、対策実施を推進する

※統括管理者に技術的な
助言を継続的に行う。



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

設備の更新時期には、高効率機器への更新検討を進める。又、保守・点検計
画を策定し、設備の性能・効率低下を防ぎ、総量削減義務の着実な達成を目
指す。

年度

現在に引き続き節水を行うことにより、継続してその他ガスの抑制を図る。

3,102

年度 2016

61.0 64.8

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 20

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

3,119

そ
の
他
ガ
ス

17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

3,315

年度年度 年度2017 2018 2019

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用および下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出のみであり、節水に
よりその他ガスの削減を図る。

18,284

年度まで

3.99%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

4,761

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2015 2016 2017

3,295

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2019

2020 2024年度から

年度から

地球温暖化対策推進委員会を通じて、入居テナントと共同し、快適性を維持
しつつ設備機器の運用改善を実施し、省エネルギー活動を進めていく。

2015 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度

2018 2019年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

1,466

3,295

具体的な増減要因 テナントが増加した為

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

1,466

3,295

4,761

4.00%

19,044

4.00%

4,7614,761

年度 2017 年度 2018

4.00%

○

年度

○ ○○

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2016 年度まで

18,284

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

4,761

4.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

760



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 2015年度4月

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 2015年度4月～

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 2015年度4月

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 2015年度4月

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施

2015年度7月～

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 2015年度～

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 2015年度4月

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 2016年度6月

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転時
間短縮

2016年度12月

10

11

12

13

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求し
つつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。また、運用面におい
ても省エネルギーの取組みを推進するため、地球温暖化対策推進委員会を組織し、入居テナントや来訪者の快適性
を維持しつつ、各種設備の合理的運用により省エネルギーの実現を図っている。

地球温暖化対策の取り組みとして以下の取り組みを実施
Ⅰ．熱源設備
　1．ターボ冷凍機・温水器：負荷熱量に応じた台数制御運転及び大温度差送水システムの導入
　2．冷水・温水2次ポンプ：負荷流量による台数制御及び末端差圧制御の導入
　3．温度成層型冷水蓄熱槽：夜間蓄熱運転制御の導入
　4．冷却塔ファン：冷却水温度によるファンの段数制御及び冷却水ポンプの温度変流量制御の導入
　5．熱源自動制御：熱源最適システムの導入

Ⅱ．空調設備
　1．基準階空調機：空調機インバーター制御、ＶＡＶ給気風量制御、ＣＯ２制御、外気冷房制御による運用
　2．電気室、ＥＬＶ機械室：室内温度による、換気ファン・ＰＡＣ台数制御の導入
　3．駐車場CO制御の運用

Ⅲ．照明制御
　1．基準階専有部：人感センサー・セキュリティー連動による自動消灯・調光センサーによる出力制御
　2．基準階共用部：セキュリティー連動による自動消灯、夜間スケジュールによる消灯
　3．ＷＣ：人感センサーによる自動消灯
　4．エントランス：休日・夜間スケジュールによる自動消灯、調光センサーによる出力制御
　5．テナント専用部：照度緩和提案（一部実施）

Ⅳ．衛生設備
　1・パントリー：電気温水器の休日・夜間停止
　2・ＷＣ洗面台：電気温水器の夏期停止



9　総量削減義務の履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

19,0444,7614,761 4,761

年度
削 減 義 務
期 間 合 計

義務開始
の前年度

決
定
及
び
予
定
の
量 削 減 義 務 量

(D=Σ(A×B)) 760

3,2953,295

18,284

1,466

1,466

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量

ｔ（二酸化炭素換算）

5,104

1,276

ｔ（二酸化炭素換算）

ｔ（二酸化炭素換算）14,989

9,885 ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量

1,466

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

削減義務率の区分 Ⅰ－１

年度まで

年度2015

2016 年度から 2019

4.00%

1,466

4.00% 4.00%

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

年度

4,761

○ ○

年度2017 年度

20172016 年度

排 出 削 減 量
(F= A - E)

その他ガス削減量
の義務充当量 (G)

削 減 義 務 率
(B)

2015 年度 2016 年度

○

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D）

基 準 排 出 量
(A)

4.00%

○

20192018

年度 2019 年度2018



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 1 0.0 2015年度4月 1 1 1 1 1

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 64 1.3
2015年度4月

～ 64 64 64 64 64

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 50 1.1 2015年度4月 50 49 49 49 49

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 9 0.2 2015年度4月 9 9 9 9 9

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施 4 0.1

2015年度7月
～ 4 4 4 4 4

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 7 0.1 2015年度～ 7 7 7 7 7

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 19 0.4 2015年度4月 19 19 19 19 19

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 9 0.2 2016年度6月 9 9 9 9

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転
時間短縮 4 0.1 2016年度12月 4 4 4 4

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63

167 155 166 166 166 166

155 166 166 166 166

1,466 166 166 166

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

追 加 的 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量
合　計

対策以外の要因による排出量の減
少 量 （ 前 年 度 排 出 量 比 ）

備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
に規定する算定排出削減量をいう。

そ の 他 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

特 定 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

前年度排出量を維持したときと比較
し た
排 出 量 の 削 減 量 の 推 計

追 加 的 対 策 に よ る 削 減 効 果

削 減 効 果 の 推 計 及 び 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

対 策 以 外 の 要 因 に よ る 排 出 量 の 減 少 量 の 推 計 （ 基 準 排 出 量 比 ）

取 引 を 加 味 し た 排 出 削 減 量
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